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トヨタの最近10年間（特に直近の４年間）における 
営業利益業績表示に関する事業種類別セグメント情報
と所在地別セグメント情報との関連についての一考察
末　政　芳　信
１．はじめに
　ここ一年近い前より，わが国企業を取巻く経済環境は著しく改善され良好な状態になり，多
くの企業の経営業績も上昇気運になっている。特に，自動車，情報通信関係業種の業績上向は
目覚ましいものがある。
　著者はここ20数年以前より，巨大企業のトヨタ自動車株式会社の連結財務情報について学ん
できているが，トヨタのここ10年間の経営業績の変動は大きく注目され，その経営業績の変動
推移について学ぶべきことが多かった。特に，この平成25年３月期に至る５年間の経営財務業
績は多面的に大きく変動しており，その動向に注目して多くのことを学んでいる。
　そこで，本稿では，この偉大なトヨタの最近10年間における連結利益業績のうち，特に営業
利益業績の推移を中心にみることにした。その営業利益は，企業における本業の「カナメ」に
なる利益概念として重視され，営業利益業績は，連結全体の業績をみると共に，その組織の構
成要素としての各種セグメントの業績の実状を，明らかにすることができる。
　セグメント別の営業利益の状況把握には，所在地別セグメント情報と事業種類別セグメント
情報を特にみることが重要であり，さらには，この両者を個々別々にみるだけでなく，両者の
相互関連的状況をみることが重要である。
　米国会計基準によるセグメント情報では，両者の相互関係は必ずしも明らかにされていない。
本稿では，両セグメント情報の相互関係の数値をできる限り見出したいとの筆者の願いから，
執筆に努めたいと思っている。
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２． トヨタにおけるセグメント情報開示の概要とトヨタの最近10年間の 
連結損益計算書の概要
（１）トヨタの連結財務諸表の開示概要
　トヨタの連結財務諸表とセグメント情報が，各年度の「有価証券報告書」上で，どのように
開示されているかについて，まず，その概要をみることにしたい。
　トヨタ自動車株式会社の平成25年３月期の有価証券報告書における連結財務諸表の部の構成
は，次の通りである。
　１［連結財務諸表等］
　　（１）連結財務諸表
　　　①　連結貸借対照表
　　　②　連結損益計算書及び連結包括利益計算書
　　　③　連結株主持分計算書
　　　④　連結キャッシュ・フロー計算書
　　　　　連結財務諸表注記（１，２，３，～23）さらに，注記24のセグメント情報がある。
　特に，注記24　セグメント情報では，その内訳は，次の如くである。
　［事業別セグメント情報］
　［自動車等セグメントと金融セグメントを区分した連結財務諸表］
　　（１）自動車等セグメントと金融セグメントを区分した連結貸借対照表
　　（２）自動車等セグメントと金融セグメントを区分した連結損益計算書
　　（３）自動車等セグメントと金融セグメントを区分した連結キャッシュ・フロー計算書
　　［所在地別情報］
　　［海外売上高］
　注記25及び注記26，
　　　⑤　連結附属明細表
　なお，２［財務諸表等］の記載以下は省略した。
　上の［連結財務諸表等］に開示されたものの中で，本稿における中心課題は，「営業利益」
であるので，ここで取上げるものは，次の諸表が中心である。
　１②　連結損益計算書
　１　注記24　セグメント情報
　　特に，［事業別セグメント情報］と，［所在地別情報］
　特に，本稿では，事業種類別セグメント情報と所在地別セグメント情報の数値利用である。
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（２）トヨタの最近10年間の連結損益計算書の概要
　トヨタの連結全体の営業利益がどのようになっているか，最近10年間（平成16年３月期～平
成25年３月期）の状況について，連結損益計算書の要約した図表１として，次に示すことにし
たい。
〔図表１〕トヨタの最近10年間の連結損益計算書の要約
（単位：億円）
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平成 
25年 
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売上高（金融収益含
む）
172,948 185,515 210,369 239,481 262,892 205,296 189,510 189,937 185,837 220,642
売上原価（金融分を
含む）
138,705 148,701 169,450 192,284 215,203 184,558 166,838 166,153 163,886 186,410
売上総利益 34,243 36,814 40,919 47,197 47,689 20,738 22,692 23,784 21,951 34,232
営業利益 16,669 16,722 18,783 22,387 22,704 △4,610 1,475 4,683 3,556 13,209
税金等調整前当期純
利益
17,658 17,546 20,873 23,825 24,372 △5,604 2,915 5,633 4,329 14,036
法人税 6,813 6,579 7,951 8,983 9,115 565 927 3,128 2,623 5,516
持分法投資損益 1,203 1,395 1,644 2,095 2,701 427 454 2,150 1,977 2,315
少株主持分損益 △427 △649 △844 △497 △779 ─ ─ ─ ─ ─
非支配持分損益 ─ ─ ─ ─ ─ △243 △347 △573 △847 △1,213
株主資本当期純利益 11,621 11,713 13,722 16,440 17,179 △4,369 2,095 4,082 2,836 9,623
　この図表１により，各年度の利益数値を五段階区分したものが，明らかになるであろう。
　それは，①　売上総利益
　　　　　②　営業利益
　　　　　③　税金等調整前当期純利益
　　　　　④　少数株主持分損益（非支配持分損益）
　　　　　⑤　株主資本当期純利益
　の５つを段階別に，各年度の数値を比較してみることが大切であると思っている。しかし，
ここでは，最近10年間の利益業績を要約的にみるために，営業利益と当期純利益の二つに絞っ
て，一覧的にその変動推移がみられるように，図表２のグラフを次頁に示すことにしたい。
　この図表２のグラフによって，最近10年間の業績は，３つの年度に区分してみることができ
るであろう。
　①　 高度成長発展期の業績として，平成16年３月期より平成20年３月期までの５年間，この
期間は，営業利益も当期純利益も共に，はるかに１兆円を越えている。
　②　 リーマン・ショック後の業績低迷期として，平成21年３月期から平成24年３月期にかけ
ての４年間，この期間は，営業利益も当期純利益も業績が低迷した額である。
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　③　 平成25年３月期は景気上昇に伴い，業績が大きく拡大し，営業利益も１兆円を越え，当
期純利益も殆ど１兆円近くまで，上昇回復している。
　上記は，トヨタの連結全体の総合的業績の集約成績である。さらに，連結を構成する各セグ
メント別の業績とを統合してみることが必要であろう。この点について，次節以下で，取上げ
たいと思う。
３． トヨタの最近10年間の所在地別セグメント情報と事業種類別セグメント 
情報における営業利益業績の開示の相互関連について
　前節でトヨタの連結全体の総合的な利益業績の概要をみてきたが，この節では，利益業績の
「カナメ」である営業利益について，連結全体の構成要素として重要である各所在地別セグメ
ント情報と事業種類別セグメント情報とにおける営業利益の両開示面と，その両者の相互関係
についてみていくことにしたい。
　米国会計基準によれば，所在地別セグメント情報と事業種類別セグメント情報は，それぞれ
別個の開示となっている。しかし，筆者は所在地別セグメント情報を「ヨコ」とし，事業種類
〔図表２〕トヨタの最近10年間の連結上の営業利益と当期純利益の比較
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別セグメント情報を「タテ」とした構造物の関係と，考えてみることができればと思う。
　この両者の関係をみることが，連結財務諸表上どこまでできるかを，以下で私的に試みたい。
　そこで，まず，所在地別セグメント情報と事業種類別セグメント情報とにおける「営業利益」
の開示を，対比することから始めたい。
　その試みとして，最初に，次の図表３と４として，両セグメント情報における営業利益の開
示状況を示すことにする。
　この図表では，事業種類別セグメント情報における「自動車」と「その他」を合せて「自動
車等」とし，「金融」事業との２区分に集約している。それはセグメント別損益計算書と同じ
扱いにするためである。
　次いで，図表３と４の数値について，所在地別セグメント情報と事業種類別セグメント情報
とにおける主要な営業利益のグラフ化を行った。それは，所在地別の「日本」，「北米」，「アジ
〔図表３〕トヨタの最近10年間のセグメント情報における営業利益の開示(1)
（単位：億円）
項　　目 「日本」 「北米」 「欧州」 「アジア」「その他」 小計
調整
消去
連結
合計
平成16年３月期
　(1）所在地別営業利益 11,081 3,910 725（開示ナシ） 969 (16,685) △16 16,669
　(2）自動車等営業利益 （開示ナシ） 15,343
△134 16,669
　(3）金融事業営業利益 （開示ナシ） 1,460
平成17年３月期
　(1）所在地別営業利益 9,872 4,476 1,085 938 474 (16,845) △123 16,722
　(2）自動車等営業利益 （開示ナシ） 14,862
△149 16,722
　(3）金融事業営業利益 （開示ナシ） 2,009
平成18年３月期
　(1）所在地別営業利益 10,759 4,959 939 1,455 672 (18,781) 2 18,783
　(2）自動車等営業利益 （開示ナシ） 17,338
113 18,783
　(3）金融事業営業利益 （開示ナシ） 1,558
平成19年３月期
　(1）所在地別営業利益 14,573 4,496 1,374 1,176 835 (22,454) △67 22,387
　(2）自動車等営業利益 （開示ナシ） 20,785
17 22,387
　(3）金融事業営業利益 （開示ナシ） 1,585
平成20年３月期
　(1）所在地別営業利益 14,403 3,054 1,416 2,564 1,439 (22,876) △172 22,704
　(2）自動車等営業利益 （開示ナシ） 22,050
△211 22,704
　(3）金融事業営業利益 （開示ナシ） 865
平成21年３月期
　(1）所在地別営業利益 △2,376 △3,902 △1,432 1,761 876 (△5,073) 463 △4,610
　(2）自動車等営業利益 （開示ナシ） △3,850
△41 △4,610
　(3）金融事業営業利益 （開示ナシ） △719
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ア」及び所在地連結合計の四項目と，事業種類別の「自動車等」と「金融」の二項目との計六
項目について，同じグラフ上で各項目（六項目）の営業利益の大きさが対比できるようにする
ためである。
　次の図５によれば，平成16年３月期から平成20年３月期までのトヨタの高度業績発展上昇に
は，「連結合計」，「自動車等」，「日本」の営業利益が大きな役割を果し，「北米」，「金融」，「ア
ジア」の営業利益の役割は比較的低位置にあった。
　平成21年３月期より平成24年３月期にかけてのリーマン・ショックの影響を受けた業績低迷
期には，「連結合計」，「金融」，「アジア」の営業利益が上位であり，「北米」，「自動車等」，「日
本」の営業利益が下位に下ってきている。
　平成25年３月期は復興回復期となり，高度業績発展上昇期と同じように，「連結合計」，「自
動車等」，「日本」の営業利益が上位となり，「アジア」，「金融」，「北米」の営業利益が下位に
下っている。
　このような傾向は各セグメント営業利益の推移をみるために注目しなければならないと思わ
れる。やはり，トヨタでは，「自動車等」と「日本」の営業利益の大きさが，「連結合計」の営
業利益の大きさを左右しているものと考えられる。
　さらに，所在地別の５つのセグメント別の各数値の10年間の変動推移に合せて，事業種類別
セグメントの「自動車等」と「金融」の数値の関係を，次に取上げてみたい。
〔図表４〕トヨタの最近10年間のセグメント情報における営業利益の開示(2)
（単位：億円）
項　　目 「日本」 「北米」 「欧州」 「アジア」「その他」 小計
調整
消去
連結
合計
平成22年３月期
　(1）所在地別営業利益 △2,252 855 △330 2,036 1,155 (1,464) 11 1,475
　(2）自動車等営業利益 （開示ナシ） △953
△41 1,475
　(3）金融事業営業利益 （開示ナシ） 2,469
平成23年３月期
　(1）所在地別営業利益 △3,624 3,395 132 3,130 1,601 (4,634) 49 4,683
　(2）自動車等営業利益 （開示ナシ） 1,212
△112 4,683
　(3）金融事業営業利益 （開示ナシ） 3,583
平成24年３月期
　(1）所在地別営業利益 △2,071 1,864 178 2,568 1,088 (3,627) △71 3,556
　(2）自動車等営業利益 （開示ナシ） 638
△146 3,556
　(3）金融事業営業利益 （開示ナシ） 3,064
平成25年３月期
　(1）所在地別営業利益 5,763 2,219 265 3,761 1,337 (13,345) △136 13,209
　(2）自動車等営業利益 （開示ナシ） 9,983
68 13,209
　(3）金融事業営業利益 （開示ナシ） 3,158
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　そこで，所在地別セグメント情報の５つの地域別の営業利益について，前述の図表３と４の
数値により，一表に再集約整理したものとして，次の図表６にまとめることとした。それが，
次頁の図表６である。
　さらに，同じ図表３と４とから，所在地営業利益と事業種類別セグメント情報の「自動車等」
営業利益と「金融」営業利益，さらに連結営業利益の10年間の数値を一表に集約整理した。
　それが，次頁の図表７である。
　さらに，この図表７では，年度別の（数値のみの表であるので，10年間のうち，特徴のある
①　平成16年３月期から平成20年３月期までの５年間の一年間平均値，②　平成21年３月期か
ら平成24年３月期までの４年間の一年間平均値，③　最近の平成25年３月期の一年分数値を，
参考のために，図表７の下部に追加表示している。
〔図表５〕トヨタの最近10年間のセグメント情報における若干の営業利益の推移
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所在地
14,403億円
「日本」所在地
　　　　△2,219億円
「自動車」△953億円
3,910億円
1,460億円
4,956億円
4,496億円
16,722億円
14,862億円
9,872億円
4,476億円
938億円
「自動車等」
22,050億円
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　上の図表７の下部の３つに分けた各平均値をみると，①の５年間は，トヨタの業績高度上昇
期であり，所在地別セグメント合計の営業利益と②の自動車等営業利益とが，連結営業利益に
大きく寄与している。②の４年間は，トヨタの業績低迷期であり，所在地別セグメント合計の
営業利益と，「自動車等」セグメントの営業利益とが大きく減少している。その反面，「金融」
営業利益は増加している。③の平成25年３月期は，業績回復復興の年度であり，所在地別セグ
〔図表６〕最近10年間の所在地別セグメント営業利益の集約
（単位：億円）
項　　目 「日本」 「北米」 「欧州」 「アジア」「その他」 小計
調整
消去
連結
合計
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円
平成16年３月期 11,081 3,910 725 開示ナシ 969 16,685 △16 16,669
平成17年３月期 9,872 4,476 1,085 938 474 16,845 △123 16,722
平成18年３月期 10,759 4,986 939 1,455 672 18,781 2 18,783
平成19年３月期 14,573 4,496 1,374 1,176 835 22,454 △67 22,387
平成20年３月期 14,403 3,054 1,416 2,564 1,439 22,876 △172 22,704
平成21年３月期 △2,376 △3,902 △1,432 1,761 876 △5,073 463 △4,610
平成22年３月期 △2,252 855 △330 2,036 1,155 1,464 11 1,475
平成23年３月期 △3,624 3,395 132 3,130 1,601 4,634 49 4,683
平成24年３月期 △2,071 1,864 178 2,568 1,088 3,627 △71 3,556
平成25年３月期 5,763 2,219 265 3,761 1,337 13,345 △136 13,209
〔図表７〕最近10年間の所在地別、自動車等、金融の各営業利益の集約と整理
（単位：億円）
項　　目
平成 
16年 
３月期
平成 
17年 
３月期
平成 
18年 
３月期
平成 
19年 
３月期
平成 
20年
３月期
平成 
21年 
３月期
平成 
22年 
３月期
平成 
23年 
３月期
平成 
24年 
３月期
平成 
25年 
３月期
〔各年度分〕 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円
①所在地別営業利益 16,685 16,845 18,781 22,454 22,876 △5,073 1,464 4,634 3,627 13,345
　同上連結調整 △16 △123 2 △67 △172 463 11 49 △71 △136
②自動車等営業利益 15,343 14,862 17,338 20,785 22,050 △3,850 △953 1,212 638 9,983
③金融営業利益 1,460 2,009 1,558 1,585 865 △719 2,469 3,583 3,064 3,158
　同上連結調整 △134 △149 △113 17 △211 △41 △41 △112 △146 68
④連結営業利益 16,669 16,722 18,783 22,387 22,704 △4,610 1,475 4,683 3,556 13,209
〔１年間平均〕
平成16年３月期から平成20年３月期 
　　の５年間　①
平成21年３月期から平成24年３月期 
　　の４年間　②
平成 
25年
３月期
①所在地別営業利益 19,528　億円  1,163　億円 13,345
　同上連結調整   △75　億円    113　億円 △136
②自動車等営業利益 18,076　億円 △738　億円 9,983
③金融営業利益  1,495　億円  2,097　億円 3,158
　同上連結調整  △118　億円   △83　億円 68
④連結営業利益 19,453　億円  1,276　億円 13,209
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メント合計の営業利益と「自動車等」営業利益は大きく増加している。さらに，「金融」営業
利益も同様に増加している。
　このように，この10年間の営業変動の動向は，所在地別セグメント情報と事業種類別セグメ
ント情報とをみることによって，理解が深まる。
　さらに，セグメント情報の10年間分について，平成16年３月期を100.00％の基準とした以下
の各年度の伸びをみることによって，各年度別の変動推移がより，明確になるであろう。
　そのため，図表８として，最近10年の各セグメント別の各年度別の伸び率の整理表を作成し
た。それが次の図８である。
〔図表８〕最近10年間の所在地別セグメントと事業種類セグメントとの営業利益の伸び率の調整
（単位：％）
項　　目 「日本」 「北米」 「欧州」「アジア」「その他」
同左 
小計
「自動車等」「金融」
連結 
合計
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
平成16年３月期 100.00 100.00 100.00 ─ 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00
平成17年３月期 89.09 114.48 149.66 100.00 48.92 100.96 96.86 137.60 100.32
平成18年３月期 97.09 127.52 129.52 155.12 69.35 112.56 113.00 106.58 112.68
平成19年３月期 131.51 114.99 189.52 125.37 86.17 134.76 135.47 108.56 134.30
平成20年３月期 129.98 78.11 195.31 273.35 148.50 134.58 143.71 59.25 136.20
平成21年３月期 △21.44 △99.80 △197.52 187.74 90.40 △30.04 △25.09 △49.25 △27.66
平成22年３月期 △20.32 21.87 △45.52 217.06 119.19 8.77 △6.21 168.49 8.49
平成23年３月期 △32.70 86.83 18.21 333.69 165.22 27.73 7.90 245.41 28.09
平成24年３月期 △18.69 47.67 24.55 273.77 112.28 21.74 4.16 209.86 21.33
平成25年３月期 50.01 56.75 36.55 400.96 137.98 79.98 65.07 216.30 79.24
〔集計整理〕
（A） 平成16年３月期～ 
平成25年３月期 
10年間平均
50.45 64.85 60.03
９年間 
 229.67 107.80 69.11 63.49 130.23 69.30
（B） 平成16年３月期～ 
平成20年３月期 
５年間平均
109.53 107.02 152.80
４年間 
163.46 90.59 116.57 117.81 102.40 116.70
（C） 平成21年３月期～ 
平成24年３月期 
４年間平均
△23.29 14.14 △50.07 253.06 121.77 70.50 △4.81 143.62 7.56
（D） 平成25年３月期 
１年間
50.01 56.75 36.55 400.96 137.98 79.98 65.07 216.30 79.24
　図表８をみると，所在地別セグメントで，その伸び率に大きな変動があったセグメントは，「日
本」セグメントであろう。「日本」セグメントの営業利益の伸び率は，平成19年度，平成20年
度は前年度対比で約130％の大きな伸び率である。しかし，リーマン・ショック以後の４年間は，
前年度対比で約20％～約30％のマイナスの伸び率であった。しかし，注目すべきは，「アジア」
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セグメントの営業利益は，その８年間，その伸び率は大きく，平均的にも200％を超えると思
われる，また，その各１年度でもマイナスの伸び率が生じていない。
　さらに，「北米」セグメントの営業利益と，「欧州」セグメントの営業利益との伸び率も特徴
のあるものと考えられる。また「日本」と「アジア」との比較は興味深いものがある。
　次に，各セグメント別の営業利益が連結合計の営業利益に各年度別にどのような割合で貢献
しているかをみることにしたい。そのために作成したものが，各セグメントの営業利益の構成
割合を整理した図表であり，それが次の図表９である。
〔図表９〕最近10年間の所在地別セグメントと事業種類別セグメントの営業利益構成割合の整理
（単位：％）
項　　目 「日本」 「北米」 「欧州」「アジア」「その他」同左小計「自動車等」「金融」 連結合計
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
平成16年３月期 66.48 23.46 4.35 ─ 5.81 100.10 92.05 8.76 100.00
平成17年３月期 59.04 26.77 6.49 5.61 2.83 100.74 88.88 12.01 100.00
平成18年３月期 57.28 26.55 5.00 7.75 3.58 99.99 92.31 8.29 100.00
平成19年３月期 65.60 20.08 6.14 5.25 3.73 100.30 92.84 7.08 100.00
平成20年３月期 63.44 13.45 6.24 11.29 6.34 100.76 97.12 3.81 100.00
平成21年３月期 51.54 84.64 31.06 △38.20 △19.00 110.40 83.51 15.60 100.00
平成22年３月期 △152.68 57.97 △22.37 138.03 78.30 99.25 △64.61 166.78 100.00
平成23年３月期 △77.39 72.50 2.82 66.84 34.19 98.95 25.88 76.51 100.00
平成24年３月期 △58.21 52.42 5.00 72.22 30.60 102.00 17.94 86.16 100.00
平成25年３月期 43.63 16.80 2.01 28.47 10.12 101.03 75.58 23.91 100.00
〔集計整理〕
（A） 平成16年３月期～ 
平成25年３月期 
10年間平均
11.83 39.46 4.67 29.73 15.65 101.22 60.15 32.27 100.00
（B） 平成16年３月期～ 
平成20年３月期 
５年間平均
62.27 22.06 5.64 7.47 4.46 100.38 92.64 7.99 100.00
（C） 平成21年３月期～ 
平成24年３月期 
４年間平均
△59.18 66.88 4.13 59.72 70.15 102.56 15.68 64.72 100.00
（D） 平成25年３月期 
１年間
43.63 16.80 2.01 28.47 10.12 101.03 75.58 23.91 100.00
注　調整差額を表示していない。
　図表９をみると，まず，「日本」セグメントの営業利益が連結合計の営業利益に対して，大
きな構成役割を果していることがわかる。平成16年３月期から平成20年３月期までの５年間，
約59％～約65％のプラス面での大きな役割を果している。しかし，リーマン・ショックの４年
間でも，その営業損失の面でも，やはり，約57％～約77％の大きな負担をしている。平成25年
３月期の復興期には，その営業利益は連結全体の営業利益の約44％の役割分担を果すところま
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で大きく増加している。「北米」の営業利益の連結合計に占める割合が，約20％～約27％のウ
エートになっているのは，平成16年３月期よりの５年間であった。しかし，平成21年３月期よ
りの４年間は，約52％～約80％の高い割合になっている。この点は，あとの「金融」営業利益
分が「北米」分の営業利益に多額に含まれていることによるものと考えられる。なお，平成25
年３月期分は約17％の低い割合となっている。
　注目すべき「アジア」の営業利益面は，当初の４年間，約５％～約11％の貢献割合であった
が，次のリーマン・ショック後の４年間は，特別な平成21年３月期を除き，その３年間，約67
％から約138％の大きな貢献割合に増加している。
　平成25年３月期の業績回復には，他のセグメントの営業利益が増加したため，「アジア」の
営業利益の貢献割合は28.47％に止どまっている。
　次に，「自動車等」の営業利益面をみると，当初①の５年間，約89％～約97％の営業利益が
連結上の営業利益に高い貢献割合をしめている。
　次のリーマン・ショック後の４年間，平成21年３月期のケースを除き，あとの３年間，約△
64％，約26％，約18％へと低い貢献割合を示している。なお，③の業績回復期の平成25年３月
期は，約76％の貢献割合にまで回復上昇している。
　さらに，「金融」の営業利益をみると，当初の業績発展期の５年間，平成20年３月期の約４
％を除き，次の４年間は約７％～約12％の貢献割合であった。しかし，次のリーマン・ショッ
ク後の４年間，平成21年３月期の約16％，平成22年３月期の約167％，平成23年３月期の約76％，
平成24年３月期の約86％と，その営業利益の貢献割合は年度によって大きく変動している。業
績回復期の平成25年３月期には，その営業利益の貢献割合は約24％に増加している。
　この増加は，当初①の５年間の平均約８％に比べて大きく，「金融」セグメントの活動が平
成22年３月期以降の四年間に特に増大したことによるもので注目すべきものと，考えられる。
　この節の記述では，連結財務諸表上のセグメント情報として開示されたものであったことを
再述した。
４． トヨタの最近４年間における所在地別セグメント情報と事業種類別 
セグメント情報との開示結合を目指しての試み
　前節では，連結財務諸表上のセグメント情報の公的開示面を取上げてきた。しかし，それら
の開示数値について，さらに，セグメント情報をより深く理解解釈したい個所に夢をもって，
この節を取上げたいと思う。
　たとえば，前節でも取上げたように，「金融」セグメントの営業利益は各所在地別セグメン
トでは，どのように区分分割されるのか，たとえば，「北米」セグメントの所在地別営業利益
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が各年度毎に，各区分整理されているかがわかれば，「北米」の営業利益業績の内容が，より
深く明確に理解できると思われるからである。
　このことは，地域別に「金融」セグメントの営業利益を地域別区分することであり，所在地
別セグメント情報と事業種類別セグメント情報とのつながりをより密接にすることになると考
えられる。会計基準でこれを定めることには，種々の課題が残されていると思われるので，こ
こでは，私的に，関係数値を推測計算によって算出することを試みたいと思う。しかし，その
ベースになる情報は，有価証券報告書上に記載されたものに限られるべきものと考えている。
　そこで，有価証券報告書上の「財務諸表」の前段階の会社説明報告の中に，この関係の情報
としての記事が，平成22年３月期分より，見出すことができた。それらの記述を，筆者が集約
整理してみたものが，次の図表10である。
〔図表10〕トヨタの最近４年間の地域別売上高開示の追加資料（会社説明追加分）
（単位：億円）
項　　目 「日本」 「北米」 「欧州」 「アジア」 「その他」
平成22年３月期売上高
　　商品・製品売上高（内部売上高を含む） 110,950 47,842 20,658 26,126 15,718
　　金融収益 1,253 8,881 813 427 1,020
売上高合計 112,223 56,705 21,471 26,553 16,738
平成23年３月期売上高
　　商品・製品売上高（内部売上高を含む） 108,643 46,032 19,103 23,254 16,947
　　金融収益 1,219 8,259 713 491 1,144
売上高合計 109,862 54,291 19,816 23,745 18,091
平成24年３月期売上高
　　商品・製品売上高（内部売上高を含む） 110,410 40,485 19,256 32,759 16,360
　　金融収益 1,264 7,034 683 584 1,241
売上高合計 111,674 47,519 19,939 33,343 17,601
平成25年３月期売上高
　　商品・製品売上高（内部売上高を含む） 126,871 55,642 20,072 43,079 19,422
　　金融収益 1,339 7,202 759 795 1,520
売上高合計 128,210 62,844 20,831 43,854 20,942
　この図表10は，会社開示の書用式ではないことに注意して欲しい。
　この図表10では，各年度別に，各所在地別に「金融収益」（金融売上高）が区分表示される
点に注目している。この図表10では，各所在地別セグメント毎の「金融」営業利益の数値は開
示されていない。そこで，この「金融収益」の数値をベースにして，「金融」営業利益への数
値を推測計算することを試みたものが，本節の主要なポイントである。従って，あくまでも，
筆者の私的な推測計算であり，主観な数値になっている点に，注意をお願いしたいと思う。
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　その推測計算では，各地域の個別的差異を見出すことが困難であるので，全地域の平均的な
数値の利益率を用いたものとなっている。
　その算出は，前述の「金融収益」（売上高）の各地域別の構成比率を用いて，その構成比と
同じ比率を連結合計営業利益額に乗じた金額を，各所在地別の金融営業利益額として算出した。
これはあくまでも，筆者の主観的な計算の試みである。
　従って，これを前提として，以下の数値を各図表に利用しているので，できれば，この点を
配慮願えればと思っている。
　このような推測計算の試みを一表にまとめたものが，次の図表11である。
〔図表11〕トヨタの最近４年間の「金融」営業利益の所在地別開示への推測計算の試み
項　　目 「日本」 「北米」 「欧州」 「アジア」「その他」
調整
消去
連結
合計
平成22年３月期 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円
　Ａ金融収益売上高 1,253 8,881 813 427 1,020 △131 12,263
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
　　同上構成比率 9.49 72.43 6.63 3.48 8.32 △3.50 100.00
　Ｂ金融収益営業利益 234 1,788 164 86 205 △8 2,469
　Ｃ所在地別営業利益 △2,252 855 △330 2,036 1,155 11 1,475
　Ｄ自動車等営業利益 △2,486 △933 △494 1,950 950 6 △994
平成23年３月期
　Ａ金融収益売上高 1,219 8,259 712 491 1,144 △93 11,732
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
　　同上構成比率 10.39 70.40 6.07 4.18 9.75 △0.79 100.00
　Ｂ金融収益営業利益 372 2,512 217 150 349 △17 3,583
　Ｃ所在地別営業利益 △3,624 3,395 132 3,130 1,601 49 4,683
　Ｄ自動車等営業利益 △3,996 883 △85 2,980 1,252 66 1,100
平成24年３月期
　Ａ金融収益売上高 1,264 7,034 683 584 1,241 △89 10,717
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
　　同上構成比率 11.79 65.63 6.37 5.45 11.58 △0.82 100.00
　Ｂ金融収益営業利益 361 2,011 195 167 355 △25 3,064
　Ｃ所在地別営業利益 △2,071 1,864 178 2,568 1,088 △71 3,556
　Ｄ自動車等営業利益 △2,432 △147 △17 2,401 733 △46 492
平成25年３月期
　Ａ金融収益売上高 1,339 7,202 759 775 1,520 △95 11,500
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
　　同上構成比率 11.64 62.63 6.60 6.74 13.22 △0.83 100.00
　Ｂ金融収益営業利益 368 1,978 208 213 417 △26 3,158
　Ｃ所在地別営業利益 5,763 2,219 265 3,761 1,337 △136 13,209
　Ｄ自動車等営業利益 5,395 241 57 3,548 920 △110 10,051
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　さらに，図表11により，所在地別営業利益，自動車等営業利益，金融営業利益とに，３区分
して整理集約した図表を，次の図表12として表示した。
〔図表12〕トヨタの最近４年間の所在地別の各種営業利益の整理
（単位：億円）
項　　目 「日本」 「北米」 「欧州」 「アジア」「その他」
左の
小計
連結
合計
平成22年３月期 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円
「所在地別」営業利益 △2,252 855 △330 2,036 1,155 1,464 1,475
「自動車等」営業利益 △2,486 △933 △494 1,950 950 △994 △953
「金融」営業利益 234 1,788 164 86 205 2,469 2,469
平成23年３月期
「所在地別」営業利益 △3,624 3,395 132 3,130 1,601 4,634 4,683
「自動車等」営業利益 △3,995 883 △85 2,980 1,252 1,100 1,212
「金融」営業利益 371 2,512 217 150 349 3,583 3,583
平成24年３月期
「所在地別」営業利益 △2,071 1,864 178 2,568 1,088 3,627 3,556
「自動車等」営業利益 △2,432 △147 △17 2,401 733 492 638
「金融」営業利益 361 2,011 195 167 355 3,064 3,064
平成25年３月期
「所在地別」営業利益 5,763 2,219 265 3,761 1,337 13,345 13,209
「自動車等」営業利益 5,395 241 57 3,548 920 10,051 9,983
「金融」営業利益 368 1,978 208 213 417 3,158 3,158
　次に，図表12の各種営業利益の４年間の変動推移について，概観できるように，一目でその
動向がわかるようにグラフを，次頁図表13として作成した。この図表13では，「欧州」，「その他」，
の「所在地小計」の数値は省略し，特色のある「日本」，「北米」，「アジア」の３地域分に限る
ことにした。
　さらに，図表13と同様に，「日本」，「北米」，「アジア」の各種営業利益の４年間の変動推移
の動向が，一目でわかり易い棒グラフを用いた図表を，あとの図表14で表示した。
　この図表13と図表14によって，トヨタのこの４年間の変動推移の動向が，多少明らかとなっ
たものと思われる。
　この節の〆として，上述の「日本」，「北米」，「欧州」，「アジア」，「その他」，「所在地小計」
の各営業利益が，各年度の連結全体の営業利益に占める構成割合をみることにしたい。
　そのために，前述の図表12をベースにして，各年度の連結営業利益を100.00基準とした各年
度の各所在地セグメントの営業利益の役割比率を算出した。それがあとの図表15の各種営業利
益の構成割合比率である。図表15の各種営業利益の構成役割比率は，やはり上の図表12，13，
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14の数値と合せてみることが望ましい。それは，各地域別営業利益は，大きな黒字の数値と赤
字の数値が混在しているので，各比率数字に大きな差異があり，わかりにくいものと思われる。
　この構成割合について，三つの主要な地域分について，次に特徴をみると，
　「日本」の割合は，所在地別営業利益で，△152.68％，△77.39％，△58.24％の赤字比率で
ある。しかし，金融営業利益では，15.86％，7.44％，10.15％のく字比率である。また平成25
年３月期は，所在地別黒字の43.63％とは金融分黒字の2.79％であった。
　「北米」の役割は，所在地別営業利益で，57.97％，72.50％，52.42％の黒字であり，これは
金融営業利益の121.22％，53.64％，56.56％の黒字によって補完されている。また平成25年３
月期は，所在地別の黒字16.80％と金融分14.78％であった。
　「アジア」の役割は，所在地別営業利益で，138.03％，66.84％，72.21％の黒字であり，金
融分は，5.83％，3.21％，4.70％の低い黒字である。また平成25年３月期は所在地別で28.47％
の黒字と，金融分で1.61％の黒字である。「アジア」の役割は，金融営業利益面では，低い％
である。
〔図表13〕トヨタの最近４年間の「所在地別」「自動車等」「金融」の各営業利益の変動推移のグラフ
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　なお，上の図表14における特に注目すべき「日本」セグメント関係の数値を，追加すると
　　　 （項　目） 　　　  （年度）　　　　　　　　   （年度）
　  「日本」自動車　　22年３月期　△2,486億円　　23年３月期　△3,995億円
　  「日本」所在地　　22年３月期　△2,252億円　　23年３月期　△3,624億円
　  「日本」金融　　　22年３月期　  ＋234億円　　23年３月期　  ＋371億円
　このように，「日本」，「北米」，「アジア」の営業利益の役割は，所在地別，自動車等，金融
の各面で，相当異なったタイプの大きさになっている。
〔図表14〕トヨタの最近４年間「所在地別」、「自動車等」、「金融」の各営業利益の変動推移の棒グラフ
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５．おわりに
　上述のように，本稿では，トヨタの最近10年間における所在地別セグメント情報と事業種類
別セグメント情報との相互関係が，どのようになっているかを，理解するために模索してきた。
　まず，第３節では，連結財務諸表のセグメント情報関連の数値を利用して，10年間の両者の
セグメント情報の数値をつなぐことができればと，考察をすすめてきた。
　さらに，第４節では，一歩進めて，連結財務諸表外の有価証券報告書上の会社説明記載文に
よって，両者のセグメント情報をつなぐことができればと，模索を進めると，平成22年３月期
分より四年間の資料を見出すことができた。それにより，若干の推測計算を試み，セグメント
関係数値を算出した。それが第４節の記載上の図表数値である。
　従って，第３節と第４節は，それぞれ性格が異なっているが，筆者は，この両者を合せて考
えることが，セグメント情報の理解を，さらに深めることになると思っている。
　そこで，まず第３節における連結財務諸表上のセグメント情報関係について，まとめとして，
次のように要約整理してみたい。
　そのために，第３節と重複する個所が多いが，所在地別セグメント情報と事業種類別セグメ
ント情報との営業利益関連の各数値の集約整理表として，次頁図表16を示すことにした。この
図表16では，各種営業利益の実額とそれらの連結合計に対する構成割合比率をも付加した。
〔図表15〕トヨタの最近４年間の所在地別区分の各種営業利益の構成割合比率
（単位：％）
項　　目 「日本」 「北米」 「欧州」 「アジア」「その他」
左の
小計
連結
合計
平成22年３月期 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
「所在地別」営業利益 △152.68 57.97 △22.37 138.03 78.30 99.25 100.00
「自動車等」営業利益 △168.54 △63.25 △33.49 132.20 64.41 △64.61 △64.61
「金融」営業利益 15.86 121.22 11.12 5.83 13.89 167.39 167.39
平成23年３月期
「所在地別」営業利益 △77.39 72.50 2.82 66.84 34.19 98.95 100.00
「自動車等」営業利益 △85.31 18.86 △1.81 63.63 26.73 23.49 25.88
「金融」営業利益 7.44 53.64 4.63 3.21 7.46 76.51 76.51
平成24年３月期
「所在地別」営業利益 △58.24 52.42 5.00 72.21 30.60 102.00 100.00
「自動車等」営業利益 △68.39 △4.14 △0.48 67.52 20.61 13.84 17.94
「金融」営業利益 10.15 56.56 5.48 4.70 9.99 86.16 86.16
平成25年３月期
「所在地別」営業利益 43.63 16.80 2.01 28.47 10.12 101.03 100.00
「自動車等」営業利益 40.84 1.82 0.43 26.86 6.96 76.08 75.58
「金融」営業利益 2.79 14.98 1.58 1.61 3.16 23.91 23.91
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　この図表16により，その概要を次に再度整理することにする。
　所在地別セグメント情報関係の主要な点をみると，まず，「日本」の営業利益は，平成16年
３月期から平成20年３月期までの５年間の高度成長期では，約66％から約57％の高い比率で連
結営業利益に貢献している。しかし，景気低迷期の平成21年３月期から平成24年３月期の４年
間は，約51％の黒字と△152.68％，△77.39％，△58.21％の赤字に転落している。さらに平成
25年３月期の復興年度では，黒字の約44％まで上昇した割合の貢献度となっている。
　「北米」の営業利益面では，当初の４年間，約23％から約20％の黒字であり，平成20年３月
期は約13％の黒字となっている。しかし，次の景気低迷期の４年間，約84％～約52％の黒字の
逆転貢献となり，平成25年３月期は約16％の黒字に下っており，上の「日本」の営業利益の変
動推移と大きく異なっている。これは「北米」に含まれた「金融」営業利益の割合の大きさが
特に，平成21年３月期以降より影響されたものと思われる。
　次に，「アジア」の営業利益面では，開示初の平成17年３月期当初の４年間，黒字の約５％
〔図表16〕トヨタの最近10年間の所在地別セグメント情報と事業種類別セグメント情報と集約整理表
（単位：億円）
項　　目
平成 
16年
３月期
平成 
17年
３月期
平成 
18年
３月期
平成 
19年
３月期
平成 
20年
３月期
平成 
21年
３月期
平成 
22年
３月期
平成 
23年
３月期
平成 
24年
３月期
平成 
25年
３月期
〔営業利益金額〕 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円
連結合計営業利益 16,669 16,722 18,783 22,387 22,704 △4,610 1,475 4,683 3,556 13,209
「所在地別」営業利益 16,685 16,845 18,781 22,454 22,876 △5,074 1,464 4,634 3,627 13,345
「自動車等」営業利益 15,343 14,862 17,338 20,875 22,050 △3,850 △953 1,212 638 9,983
「金融」営業利益 1,460 2,009 1,558 1,585 865 △719 2,469 3,583 3,064 3,158
所
在
地
別
「日本」営業利益 11,081 9,872 10,759 14,573 14,403 △2,376 △2,252 △3,624 △2,071 5,763
「北米」営業利益 3,910 4,476 4,986 4,496 3,054 3,902 855 3,395 1,864 2,219
「欧州」営業利益 725 1,085 939 1,374 1,416 △1,432 △330 132 178 265
「アジア」営業利益 開示ナシ 938 1,455 1,176 2,564 1,761 2,036 3,130 2,568 3,761
「その他」営業利益 969 474 672 835 1,439 876 1,155 1,601 1,088 1,337
　小　　計 16,685 16,845 18,781 22,454 22,876 △5,073 1,464 4,634 3,627 13,345
〔構成比率〕 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
連結合計営業利益 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00
「所在地別」営業利益 100.10 100.74 99.99 100.30 100.76 110.04 99.25 98.95 102.00 101.03
「自動車等」営業利益 92.05 88.88 92.31 92.84 97.12 83.51 △64.61 25.88 17.94 75.58
「金融」営業利益 8.76 12.01 8.29 7.08 3.81 15.60 166.78 96.51 86.16 23.91
所
在
地
別
「日本」営業利益 66.48 59.04 57.28 65.10 63.44 51.54 △152.68 △77.39 △58.21 43.63
「北米」営業利益 23.46 26.77 26.55 20.08 13.45 84.64 57.97 72.50 52.42 16.80
「欧州」営業利益 4.35 6.49 5.00 6.14 6.24 31.06 △22.37 2.82 5.00 2.01
「アジア」営業利益 開示ナシ 5.61 7.75 5.25 11.29 △38.20 138.03 66.84 72.22 28.47
「その他」営業利益 5.81 2.83 3.58 3.73 6.34 △19.00 78.30 34.19 30.60 10.12
　小　　計 92.05 88.88 99.99 100.30 100.76 110.04 99.25 98.95 102.00 101.30
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から約11％の貢献割合であった。さらに，その後，
　次の平成21年３月期は赤字の約38％であったが，平成22年３月期から平成24年３月期までの
３年間，約138％，約66％，約72％と大きな黒字の貢献度である。平成25年３月期は連結合計
営業利益額が13,209億円と大きく上昇したため，「アジア」自体も3,761億円と営業利益が増加
したので，連結合計営業利益に対する貢献割合は28.47％の黒字比率に止どまっている。
　事業の種類別セグメント情報会計を，次にみることにすると，
　「自動車等」の営業利益の連結合計営業利益に対する貢献割合は，高度成長発展期の５年間，
約88％から約97％の高い比率である。次の景気低迷期は，約85％，△約64％，約29％，約18％
と低く変動し，最近の平成25年３月期には，約76％の黒字の比率に回復している。
　「金融」営業利益の連結合計営業利益に対する貢献割合は，当初の４年間，約７％～約12％，
平成20年３月期は3.81％の割合比率となり，平成21年３月期は15.61％の黒字比率，平成22年３
月期から平成24年３月期までの３年間，約86％から約167％の高い割合に上昇している。平成
25年３月期では，それが23.91％の黒字になっているが，これも営業利益額の変動推移と合せ
てみる必要があろう。
　このように状況をみると，「自動車等」営業利益と「金融」営業利益の各所在地別セグメン
トの各地域別に分割区分した数値が分かれば，さらに，理解が深まるものと考える。
　次に，第４節における財務諸表外の会社説明記載事項をも含めたセグメント情報関係の数値
の最近４年間分について，集約整理したものを要約的に再述することにしたい。
　そこで，第４節で整理してきた四年間分所在地別の各地域毎の「所在地営業利益」，「自動車
等」営業利益，「金融」営業利益と，連結合計営業利益の四つの数値を一表にまとめた図表を，
次頁図表17として示した。さらに，この図表17では，各営業利益の金額のみでなく，その右側
面にそれらの構成比率の％表示もしている。
　この図表17を中心として，平成22年３月期よりの４年間の各種営業利益変容の状況について
要約的に，さらにまとめると，次の如くである。
　その注目すべき点は，「金融」営業利益が各所在地別セグメントの各地域別にどのような役
割貢献をしているかである。それは単的に示せば，「北米」セグメントへの「金融」営業利益
の大きな貢献役割である。「北米」セグメントの「金融」営業利益は，連結合計営業利益に対
して，平成22年３月期121.22％，平成23年３月期53.64％，平成24年３月期56.56％，この３年
間平均で77.14％の高い貢献割合比率である。また平成25年３月期14.98％で若干事情が異なっ
ている。なお，所在地別の５つの地域区分の合計比率は，平成22年３月期167.39％，平成23年
３月期76.51％，平成24年３月期86.16％，この３年間平均で110.02％である。また平成25年３
月期23.91％で若干事情が異なっている。このように，「北米」の金融営業利益の役割比率が，
大きかったことが目を引くものである。
　「北米」の次には，「日本」への金融営業利益の役割比率が高く続くが，その「日本」分は，
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15.86％，7.44％，10.15％，2.79％の役割比率は比較的低い。また，「欧州」，「アジア」，「その他」
の地域セグメントへの金融営業利益の役割は，「日本」金融営業利益の比率以下である。
　このように，金融営業利益の「北米」所在地営業利益額に対する貢献利益が，大きいことが
わかる。この点が，本稿の第４節で取上げてきた特色の一つであると思われる。
　以上のように，所在地別セグメント情報と事業の種類別セグメント情報とをできるだけ関連
づけて考察したいとの意図で執筆してきた。少しでも，セグメント情報の多面的な理解が進め
ばとの願いを今後もつづけたい。
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〔図表17〕トヨタの最近４年間の所在地別区分の各種営業利益の集約整理表
項　　目
金　　額 構成比率
平成 
22年
３月期
平成 
23年
３月期
平成 
24年
３月期
平成 
25年
３月期
平成 
22年
３月期
平成 
23年
３月期
平成 
24年
３月期
平成 
25年
３月期
億円 億円 億円 億円 ％ ％ ％ ％
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　　　　 金融営業利益 205 349 355 417 13.89 7.46 9.99 3.16
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　　　　 自動車等営業利益 △994 1,100 492 10,051 △64.61 23.49 13.84 76.08
　　　　 金融営業利益 2,469 3,583 3,064 3,158 167.39 76.51 86.16 23.91
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